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当社株式等の大量買付行為に関する対応プラン（買収防衛策）の 
導入についてのお知らせ 

 
当社は、平成 19 年 3月 29 日開催の当社第 22回定時株主総会において、株主の皆様のご承認を頂いた上で、

有効期間を平成 20 年 12 月期（2008 年度）の事業年度に関する定時株主総会（平成 21 年 3 月 30 日開催予定。

以下「本定時株主総会」といいます。）の終結までとする「当社株式等の大量買付行為に関する対応プラン」（以

下「現プラン」といいます。）を導入いたしました。 

 

 その後も、当社取締役会は、買収防衛策をめぐる諸々の動向を踏まえ、当社の企業価値・株主共同の利益を維

持・向上させるための取組みとして、現プランについて更に検討を進めてまいりました。その結果、当社取締役

会は、平成21年 2月 26日付けで、本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件として、新たな対応プラ

ンを導入することを決議いたしましたので、お知らせします（以下、新たに導入する対応プランを「本プラン」

といいます。）。なお、社外監査役2名を含む当社監査役3名全員は、本プランを導入することにつき一切異議

はありませんでした。 

 

本プランにおいて、｢大量買付行為｣とは、特定株主グループ1の議決権割合2を 20％以上とすることを目的とす

る当社株券等3の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が 20％以上となるような当社株券等

の買付行為(市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、予め当社取締役会が同意した

者による買付行為を除きます。)を意味し、｢大量買付者｣とは、大量買付行為を行う者及び行おうとする者を意

味します。 

 

本日現在、当社株式の大量買付行為に関する打診及び申し入れ等は一切ございません。平成 20 年 12 月 31 日

現在の大株主の状況は、別紙１のとおりです。 

 

                              
1 特定株主グループとは、①当社の株券等の保有者(金融商品取引法第 27条の 23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。)及び

その共同保有者 (同法第27条の 23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。)、

②当社の株券等(同法第27条の２第1項に規定する株券等をいいます。)の買付け等(同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、

取引所金融商品市場において行われるものを含みます。)を行う者及びその特別関係者(同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をい

います。)、③上記①又は②の者の関係者 (①又は②の者に助言を行うファイナンシャル・アドバイザー、弁護士又は会計士等を含みます。)

を意味します。本プレスリリースにおいて特段の断りがない限り、以下同じです。 
2 議決権割合とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、(ⅰ)特定株主グループが当社の株券等の保有者及びその共同保有者で

ある場合の当該保有者の株券等保有割合(金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、

当該保有者の共同保有者の保有株券等の数(同項に規定する保有株券等の数をいいます。)も計算上考慮されるものとします。)又は(ⅱ)特

定株主グループが当社の株券等(同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。)の買付け等を行う者及びその特別関係者である場

合の当該買付け等を行う者及び特別関係者の株券等保有割合(同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。)の合計をい

います。各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権(同法第27条の２第８項に規定するものをいいます。)及び発行済株式の総数(同

法第27条の23第４項に規定するものをいいます。)は、有価証券報告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出さ

れたものを参照することができるものとします。本プレスリリースにおいて特段の断りがない限り、以下同じです。 
3 株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。本プレスリリースにおいて特段の断りがない限り同じです。 
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なお、会社法、金融商品取引法並びにそれらに関する政令、内閣府令及び省令等の関係法令並びに金融商品取

引所の規則等（以下、総称して｢法令等｣といいます。）に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の

制定を含みます。）があり、これらが施行された場合には、本プランにおいて引用する法令等の各条項は、当社

取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後のこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に、

それぞれ読み替えられるものとします。 

 

 

記 

 

１． 企業価値・株主共同の利益に関する考え方 

 

当社グループ（「当社グループ」とは、当社と会社法上の当社子会社を含む企業集団を指します。）は、売れ

る製品を実現するための魅力的な技術を開発する研究開発型企業を目指し、パーソナルコンピュータを含む民生

用電子機器向けソフトウェア基盤技術の研究開発と販売をおこなっております。当社グループが独自の技術にて

開発し提供しているソフトウェア製品は、既に全世界で５億台を超える携帯電話やデジタルテレビ等の民生用電

子機器に利用されており、さらに毎年１億台以上の新たな製品に搭載され出荷され続けております。特に日本の

携帯電話においては、全出荷台数の９割以上に当社製品が使われており、海外にて利用されている分も含め、こ

れらの民生用電子機器の機能を実現するために不可欠な構成要素となっております。このような基盤技術の提供

が滞ることは、民生用電子機器を製造している国内外の数多くの企業の製品出荷に多大な影響を与えるだけでな

く、もはや一般市民の社会生活に欠かせないライフラインとなっている携帯電話の利用にも支障をきたす事態を

招来することになります。 

当社の企業価値は、このように民生用電子機器の不可欠な構成要素となっている当社グループの独自の技術に

基づくソフトウェア製品が、携帯電話メーカーや通信事業者等、ひいては一般市民に安定的・継続的に供給され

ることによって生み出されるものです。当社がかかるソフトウェア製品を安定的・継続的に供給することが出来

なくなれば、多くの当社の顧客先が他社製品にシフトすることが予想され、当社が生み出す将来の収益の合計が

著しく毀損されることは明らかであり、当社の企業価値・株主共同の利益が著しく損なわれることになります。 

そもそもソフトウェア製品は、その性質上、人間の英知によってのみ創り出す事が可能であり、自動機械など

で製造を代替する事が不可能であることに加え、昨今のソフトウェア製品は規模が大きくなり複雑度が増してき

ているため、開発ノウハウの継承には長期間を要するものとなっています。したがって、万一当社製品の開発に

関わっている人材が大量に流出し開発従事者を短期間で大幅に入れ替えざるを得ないような事態が生じた場合

や少数であったとしても当社製品の開発の枢要を担う開発従事者が離職するような事態が生じた場合には、品質

の急激な劣化を招き、また、当社の企業価値の源泉たるソフトウェア製品の安定的・継続的な供給に支障をきた

すことになります。すなわち、当社の企業価値は、当社が独自の技術にて開発し提供しているソフトウェア製品

の安定的・継続的供給を源泉として生み出されるものであり、かかる安定的・継続的供給のためには開発従事者

の雇用関係維持がきわめて重要な要素のひとつとなります。換言すれば、例えば、当社株式の大量買付行為が、

開発従事者の流出を招来するおそれがある場合には、当社によるソフトウェア製品の安定的・継続的供給に支障

をきたし、当社の企業価値が毀損されるおそれが大きいものといわざるを得ません。 

 したがって、当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付行為を行なう者は当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付行為に対しては、

必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

 

２． 本プランの導入目的 

 

近時、企業活動のグローバル化により、わが国においても企業の世界的な事業戦略の一環として他企業の買収

が当然に考慮される時代となり、それに伴う新しい法制度の整備も進んでまいりました。そのような潮流のなか、

企業構造・企業文化の変化等を背景として、対象会社の取締役会の賛同を得ずに行われる企業買収、いわゆる「敵

対的買収」の動きも顕在化しつつあります。 

当社取締役会は、このような当社の買収を企図した大量買付行為であっても、当社の企業価値・株主共同の利益

の確保・向上に資するものであれば、これを否定するものではありません。当社株式の大量買付行為を受け入れる
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か否かの判断は、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。 

しかしながら、突如として大量買付行為が実施された場合、株主の皆様が大量買付行為の是非を判断する十分

な時間と情報が提供されず、結果として当社の企業価値・株主共同の利益が害される可能性は否定できません。 

株主の皆様から経営についての付託を受ける当社取締役会としては、このような当社株式の大量買付行為が発

生した場合、株主の皆様の判断のために十分な時間を確保し、当社取締役会が、当該大量買付行為に関する情報

を収集して、これを評価・検討し、また必要に応じて当該大量買付者との交渉並びに株主の皆様への代替案の提

示を行うことが、株主の皆様に適切なご判断をいただくために極めて重要であると認識しております。これらを

遂行するためには大量買付行為に関する一定のルールを定めることが必要であると考えます。また、当社取締役

会は、上記の一定のルールを遵守しない大量買付者による大量買付行為、又は、当該ルールを遵守するものの企

業価値・株主共同の利益を毀損するおそれがある大量買付行為に対して、当社の企業価値・株主共同の利益を確

保し、向上させるために客観的・合理的な検討を行った上で相応な対抗措置をとることが必要な場合もあると認

識しております。 

上記の理由により、当社取締役会は、下記に定める大量買付ルールを設定し、大量買付ルールを遵守しない大

量買付者による大量買付行為や企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれがある大量買付行為に対しては必要

に応じ相応の対抗措置をとることが、当社の企業価値・株主共同の利益の維持・向上に必要と認識し、本定時株

主総会において株主の皆様のご承認を得た上、本プランを導入することといたしました。 

 

３． 大量買付ルールの内容 

 

本プランでは、大量買付行為について、事前に大量買付者に対して、大量買付行為にかかる情報の提供を求め、

株主の皆様が適切な判断をするために必要な情報や時間を確保し、必要に応じて当社取締役会が大量買付者と交

渉を行い、代替案を提示するための手続として、大量買付ルールを定めています。このような一定の手続きにし

たがって大量買付行為の適否が判断されることが、当社グループの企業価値・株主共同の利益を確保し、向上さ

せるという目的に合致するからです。 

具体的には、大量買付者には、買付の実行前に、大量買付ルールに従う旨の意向表明書を当社代表取締役宛に提

出いただくものとします。意向表明書には、大量買付者の名称、住所、提案する大量買付行為の概要等を記載し

ていただきます。当社取締役会は、この意向表明書の受領後５日以内に、大量買付者から当初提供していただく

べき、当社株主の皆様の判断、後述の独立委員会の勧告及び当社取締役会の意見形成のために必要かつ十分な情

報（以下「本必要情報」といいます。）のリストを大量買付者に交付します。大量買付者には、本必要情報を当

社の定める書式により当社取締役会に提出していただきます。本必要情報の具体的な内容は大量買付者の属性及

び大量買付行為の内容によって異なりますが、一般的な項目は以下の通りです。 
 

① 大量買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び（ファンドの場合は）各組合員その他の構成員

を含む。）の概要（資本構成、財務内容、経歴、属性、過去の大量買付行為及び結果等を含む。） 

② 買付の目的、方法及び内容（買付の対価の価額・種類、買付の時期、関連する取引の仕組み、買付の方法の

適法性、買付の実現可能性等を含む。） 

③ 買付の価格の算定根拠 

④ 買付の資金の裏づけ（買付の資金の提供者（実質的提供者を含む。）の具体的名称、調達方法、関連する取

引の内容を含む。） 

⑤ 買付の後の当社グループの基本的な経営方針、事業計画、買付の後における当社の従業員、顧客を含む取引

先、債権者などの当社グループに係る利害関係者の処遇方針の概要 

⑥ 買付行為完了後に意図する当社の企業価値・株主共同の利益を向上させるための施策並びに当該施策が当社

の企業価値・株主共同の利益を向上させることの根拠 

⑦ その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報 
 

なお、当社取締役会は、大量買付者より受けた情報を精査した結果、それだけでは不十分と判断した場合、回

答期限を設けた上で、合理的な範囲で大量買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。

また、大量買付行為の提案があった事実及び当社に提出された本必要情報は、当社株主の皆様の判断のために必

要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する時点（独立委員会から開示勧告があった場合は

その時点）で、その全部又は一部を開示します。 
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４． 大量買付行為の評価・検討期間 

 

当社取締役会は、大量買付者が当社取締役会に本必要情報の提供を完了した後、60日間(対価を現金（円貨）

のみとする公開買付による当社全株式の買付の場合)、又は90日間（その他の大量買付行為の場合）を取締役会

による評価・検討・交渉、取締役会としての意見形成及び取締役会による代替案立案のための期間（以下「取締

役会評価期間」といいます）として与えられるべきものと考えます。したがって、大量買付行為は、取締役会評価

期間の経過した後にのみ開始されるものとします。取締役会評価期間中、当社取締役会は独立委員会に諮問し、ま

た必要に応じて外部専門家等の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会から

の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての大量買付行為に対する意見を取りまとめ、公表します。 

また、必要に応じ、大量買付者との間で大量買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として

当社株主の皆様に対し代替案を提示することがあります。 

 

５．対抗措置の発動に係る手続 

 

（１）独立委員会の勧告 

 本プランの設計においては、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために大量買付行為に対する

合理的・客観的な評価・検討を行う機関として、社外取締役・社外監査役・有識者のいずれかに該当する者の中

から取締役会が選任した者により構成される独立委員会を設置することといたしました（独立委員会の構成、役

割等については、別紙２「独立委員会規定の概要」をご参照下さい。）。 

当社取締役会は取締役会評価期間において、独立委員会に必ず諮問を行うこととし、独立委員会は、諮問を受

けた事項について勧告を行います。 

独立委員会は、（ⅰ）大量買付者が本プランに定める手続を遵守しない大量買付者（以下「手続不遵守買付者」

といいます。）に該当する場合（発動事由①）、又は（ⅱ）大量買付者が本プランに定める手続を遵守した場合

であっても、（ａ）当該大量買付行為が企業価値・株主共同の利益を毀損することが明白である濫用的買収に該

当すると認めた場合（発動事由②）、もしくは（ｂ）当該大量買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著

しく毀損するおそれがあると認めた場合（発動事由③）には、取締役会に対し、対抗措置を発動することを勧告

するものとします。また、独立委員会は、当該大量買付行為が上記発動事由の①、②、③のいずれにも該当しな

いと認めた場合には、対抗措置を発動しないことを勧告するものとします。下記（２）で述べるとおり、取締役

会は、独立委員会から対抗措置を発動しないよう勧告された場合は、これを尊重し対抗措置を発動することはい

たしません。また、独立委員会から、対抗措置を発動することを勧告された場合には、これを最大限尊重しつつも、

株主の皆様から経営の付託を受け株主に対し最終的な責任を負担する機関として、上記①、②、③の発動事由に該

当するか否かについて自らの責任で最終的な判断を行い、対抗措置を発動するか否かを判断するものとします。 

 

なお、上記発動事由②の「当該大量買付行為が企業価値・株主共同の利益を毀損することが明白である濫用的

買収に該当する場合」とは、次のいずれかに該当する大量買付行為をいいます。 

（ア）真に当社グループの経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で株式を会社

関係者に引き取らせる目的で大量買付行為を行う場合（いわゆるグリーンメーラーの場合） 

（イ）当社グループの経営を一時的に支配して、当社グループの事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業

秘密、主要取引先や顧客等を当該大量買付者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経

営を行う目的で大量買付行為を行う場合 

（ウ）当社グループの経営を一時的に支配して当社グループの資産（ただし、当社の事業遂行上使用する予定の

ない遊休資産を処分する場合であって、当該資産の処分により当社が将来生み出す収益の合計に悪影響を

与えない場合を除く。）を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一

時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当社株式の高値売り抜けをする目的で大量買付行為を行

う場合 

（エ）強圧的二段階買収（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは二段階目の買付

条件を明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うことをいいます。）等、株主に株式の売却を事

実上強要するおそれがある買付行為を行う場合 
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 また、発動事由③の「当該大量買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するおそれがある場

合」に該当するか否かの判断に際しては、当社の企業価値が、当社が独自の技術にて開発し提供しているソフト

ウェア製品の安定的・継続的供給を源泉として生み出されるものであり、かかる安定的・継続的供給のためには

開発従事者の雇用関係維持がきわめて重要であることに鑑み、当該大量買付行為によりソフトウェア製品の安定

的・継続的供給が妨げられるおそれはないか、具体的には、開発技術者が当該大量買付行為によっても当社を離

職せず、又は、離職した場合でも当社と当社の顧客先との間の取引関係に影響がなく、当社の顧客先に対して当

社が継続して製品の供給を行うことが可能かどうかという点を重要な判断要素として検討することといたしま

す。そして、これらを検討するにあたっては、必ず開発従事者及び当社の顧客先から意見を聴取するものとします。 

ただし、独立委員会が聴取した開発従事者及び当社の顧客先の意見は、独立委員会が当社取締役会への勧告の

内容を決定する際に参考とする一要素として取り扱われものであり、これのみによって勧告の内容が決定するこ

とはありません。 

 

 なお、独立委員会は、その判断の合理性・客観性を高めるために、必要に応じて、当社の費用で、独立した第

三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）

の助言を得ることができるものとします。 

 

（２）取締役会の決議 

 当社取締役会は、独立委員会から対抗措置を発動しないことを勧告された場合には、対抗措置の不発動を決議

するものとします。 

 当社取締役会が、独立委員会から対抗措置を発動する旨の勧告を受けた場合は、独立委員会の勧告を最大限尊

重しつつ、独自に発動要件を充足するかどうかの判断を行い、所定の場合には株主総会の決議を経た上、本プラ

ンに定める対抗措置の発動を決議することができるものとします。また、当社取締役会は、独立委員会から対抗

措置を発動する旨の勧告を受けた場合であっても、自らの判断の結果発動事由の①、②、③に該当しないとの判

断に至った場合は、対抗措置の不発動を決議するものとします。 

 当社取締役会は、上記いずれの場合も、決議を行った場合速やかに当該決議の内容その他の事項について情報

開示を行うものとします。 

 

① 大量買付者が手続不遵守買付者に該当する場合（発動事由①） 

当社取締役会は、独立委員会より発動事由①に該当するとして対抗措置の発動勧告を受けた場合で自らの

独立した判断によっても当該大量買付者が手続不遵守買付行為者に該当すると認めた場合は、株主総会の決

議を経ることなく、対抗措置の発動を決議することができるものとします。なお、当社取締役会は、独立委

員会による別段の勧告がない限り、対抗措置の発動を複数回にわたり行うことができるものとします。 

 

② 大量買付者が本プランに定める手続を遵守した場合 

(ア) 大量買付行為が企業価値・株主共同の利益を毀損することが明白である濫用的買収に該当する場合（発

動事由②） 

当社取締役会は、独立委員会より発動事由②に該当するとして対抗措置の発動勧告を受けた場合で自ら

の独立した判断によっても当該大量買付が企業価値・株主共同の利益を毀損することが明白である濫用

的買収に該当すると認めた場合は、株主総会の決議を経ることなく（ただし、当社取締役会が株主の皆

様の意思の確認を行うことが相当であると判断した場合には株主総会の決議を経た上で）、対抗措置の

発動を決議することができるものとします。なお、当社取締役会は、独立委員会による別段の勧告がな

い限り、対抗措置の発動を複数回にわたり行うことができるものとします。 

 (イ）大量買付行為が当社の企業価値・株主の共同の利益を著しく毀損するおそれがある場合（発動事由③） 

当社取締役会は、独立委員会より発動事由③に該当するとして対抗措置の発動勧告を受けた場合で自ら

の独立した判断によっても当該大量買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するおそ

れがあると認めた場合は、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認するものとします。その結果、

株主の皆様が対抗措置の発動に賛成であると認められる場合は、対抗措置の発動を決議することができ

るものとします。なお、当社取締役会は、独立委員会による別段の勧告がない限り、対抗措置の発動を

複数回にわたり行うことができるものとします。 
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（３）株主総会の決議 

当社取締役会は、当社取締役会が当該大量買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するおそ

れがあると認めた場合（発動事由③に該当する場合）、当該大量買付行為に対し対抗措置を発動するか否かにつ

いて、株主の皆様の意思の確認を行うために株主総会を開催するものとします。このほか、当社取締役会は、当

社取締役会が大量買付行為が企業価値・株主共同の利益を毀損することが明白である濫用的買収に該当すると認

めた場合（発動事由②に該当する場合）にも、大量買付行為の内容、大量買付者の属性その他諸般の事情を勘案

した上で、当社取締役会が株主の皆様の意思の確認を行うことが相当であると判断した場合には、当該大量買付

行為に対し、対抗措置を発動するか否かについて、株主の皆様の意思の確認を行うために株主総会を開催するこ

とができるものとします。なお、上記のいずれの場合においても、当社取締役会は、法令等に基づき実務上可能

な限り速やかに株主総会を開催するものとします。 

 

６．本プランにおける対抗措置の概要 

 

当社取締役会が本プランに基づく対抗措置として、新株予約権の無償割当てその他具体的にいかなる手段を講

じるかについては、法令等及び当社定款上認められるあらゆる対抗措置のうち、その時点での最新の裁判所によ

る判断等を考慮した上最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。 

なお、対抗措置のひとつとして、特定買付者等4による権利行使は原則として認められないとの差別的行使条

件及び当社が特定買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新

株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを行う場合の概要は別紙３「新株予約権無償割当

ての要項」に記載の通りですが、本新株予約権の行使期間、行使条件等の内容については、対抗措置としての効

果を勘案して変更することがあります。また、別紙３記載の本新株予約権の無償割当てを行う場合であると、ま

た、それ以外の手段による場合であるとを問わず、当社取締役会は、大量買付行為の内容その他諸般の事情を勘

案し、当社取締役会により対抗措置の発動が決議された場合、大量買付者が大量買付行為を撤回・中止すること

ができるような方策を、対抗措置の内容として設けることができるものとします。 

なお、仮に、別紙３記載の内容の本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、特定買付者等以外の株主の皆

様により本新株予約権が行使された場合、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、特定買付者等以外の

株主の皆様に対して当社株式が交付された場合には、当該特定買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大

50%まで希釈化される可能性があります。 

 

７．株主及び投資家の皆様に与える影響等 

 

（１）本プラン導入時の株主・投資家の皆様への影響等 

 本プランは、当社株主の皆様が大量買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に当社の経営

を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を保証する

ことを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大量買付行為に応じるか否か

について適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値・株主共同の利益の保護につながるも

のと考えます。したがいまして、本プランの導入は、当社株主及び投資家の皆様が適切な投資判断を行ううえで

の前提となるものであり、当社株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。本プランの

導入時点においては、本新株予約権の無償割当て又はその他の新株もしくは新株予約権の発行は行われませんの

で、株主及び投資家の皆様の権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

（２）本プランにおける対抗措置発動時の株主・投資家の皆様への影響等 

 前述のとおり、当社取締役会は、企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、法令等及び当社定款に

より認められている対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組み上、当社株主の皆様（発動要件①、

②、③に該当するような大量買付行為を行う大量買付者を除きます。）が法的権利又は経済的側面において格別

の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的な対抗措置をとることを決

定した場合には、法令等に従って適時適切な開示を行います。 

                              
4 別紙３の⑦項において定義される「特定買付者等」を意味します。 
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対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権の無償割当てにつきましては、当該新株予約権の割当基準

日における当社の最終の株主名簿に記録された株主に新株予約権が無償にて割り当てられますので、当該基準日

における最終の株主名簿に記録される必要があります。 

 なお、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行うことを決議した場合であっても、当社取締役会は、大量

買付者が買付行為を撤回した場合又は対抗措置発動を判断した際の前提となった事実関係に変更が生じ、対抗措

置発動を実施することが相当でなくなった場合は、新株予約権の割当期日の前日までに新株予約権の無償割当て

を中止し、又は、新株予約権の割当期日後、新株予約権の行使期間の初日の前日までに新株予約権を無償にて取

得する場合があります。これらの場合には、１株あたりの株式の価値の希釈化は生じませんので、希釈化を前提

に売買を行った株主・投資家の皆様におかれましては、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

 

８．本プランの有効期間、廃止 

 本プランの有効期間は、本定時株主総会の終結の時から平成 23 年 12 月期（2011 年度）の事業年度に関する

定時株主総会の終結の時までとします。 

本プランの導入後、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承

認された場合、又は②当社取締役会で本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃

止されるものとします。したがって、本プランについては、株主の皆様のご意向に従ってこれを廃止させることが

可能です。当社取締役会は、本プランが廃止された場合には、当該廃止ついて、情報開示を速やかに行います。 

 

９．本プランの合理性 

 

（１）買収防衛策に関する指針等の要件の充足 

本プランは、①経済産業省及び法務省が平成 17 年５月 27 日に公表した｢企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針｣（以下「指針」といいます。）、②指針の定める原則を基本としつつ、

経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収

防衛策の在り方」、③東京証券取引所の有価証券上場規程第442条に定める買収防衛策の導入に関する事項の内

容を踏まえ、上記指針等の示すところを充足するように設計されております。 

 

（２）企業価値・株主共同の利益の確保・向上 

本プランは、当社株主の皆様に対し、大量買付行為に応じるか否かについて適切な判断をするための必要且つ

十分な情報及び時間を提供するものであり、当社の企業価値・株主共同の利益の最大化を目的として導入される

ものです。 

また、本プランに定める手続きが遵守されない場合、又は本プランに定める手続きが遵守された場合であって

も、本プランに規定される一定の場合には、当社取締役会は所定の手続（株主総会の決議を含む。）を経て対抗

措置の発動を決議することがありますが、かかる決議は、当社の企業価値・株主共同の利益を最大化させること

のみを目的として行われるよう、本プランは設計されております。 

 

（３）事前の開示 

当社は、大量買付者を含む当社株主の皆様や投資家の皆様の予見可能性を高め、当社株主の皆様に適切な選択

の機会を確保していただくため、本プランを本定時株主総会において当社株主の皆様のご承認を得て導入するも

のであり、その目的、内容等を予め具体的に開示します。 

また、当社は対抗措置の発動を決議した場合にも、適用ある法令等に従って適時且つ適切に開示を行うものと

します。 

 

（４）株主意思の重視 

当社は、本定時株主総会において当社株主の皆様のご承認が得られることを条件として本プランを導入させて

いただくものです。また、本プランでは、一定の場合には、株主総会において対抗措置を発動するか否かについ

て株主の皆様の意思の確認を行うこととされています。 

さらに、８．「本プランの有効期間、廃止」にて記載したとおり、本プランの有効期間は３年間とするいわゆ

るサンセット条項が付されており、かつその有効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止す
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る旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、この点でも、本プランの存続の

適否には、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。 

 

（５）独立委員会の設置 

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために大量買付行為に対する合理的・客観的な評

価・検討を行う機関として、独立委員会を設置します。独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

ている、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役、又は(iii)社外有識者のいずれかに該当する委員３名以上に

より構成されます。そして、当社取締役会は独立委員会への諮問を経た上、独立委員会が発動を勧告しない限り、

対抗措置の発動を決定することができないものとされています。このように、独立委員会は、当社取締役会がその

自己保身のために大量買付行為に対して不当に対抗措置を講じることがないよう、機能するものとされています。 

 

（６）合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、「５．対抗措置の発動に係る手続」にて記載したとおり、株主総会の決議を経ず取締役会決議の

みに基づき対抗措置を発動するためには、予め定められた合理的な客観的要件が充足されなければならないよう

に設計されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

 

（７）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

本プランは、株主総会の決議によって廃止できるほか、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締

役会により廃止することができるものとされているため、当社の株券等を大量に買い付けた者は、当社株主総会

で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会により本プランを廃止することが可能です。したがいま

して、本プランは、いわゆるデッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動

を阻止できない買収防衛策)ではありません。 

また、当社においては取締役の期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策）でもありません。 

 

（８）取締役の保身を目的とするものではないこと 

 上記（２）にて記載したとおり、本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益の最大化を目的として導入さ

れるものであり、当社取締役会が自己保身を目的として導入するものではありません。 

また、上記（５）や（６）にて記載したとおり、対抗措置の発動時においても、当社取締役が自己保身を目的

として恣意的に発動することを防止するための仕組みを確保しております。 

以 上 
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別紙１ 

 

大株主の状況 

 
株主氏名 住所 株数 

持株比率 

（％） 

１ 株式会社エヌ･ティ･ティ･ドコモ 
東京都 

千代田区
15,000 14.80 

２ 郡山 龍 
東京都 

新宿区 
10,800 10.65 

３ 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 

505012（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行 兜町

証券決済業務室） 

東京都 

中央区 
5,868 5.79 

４ 株式会社ドコモ・ドットコム 
東京都 

千代田区
3,000 2.96 

５ 

ユービーエス エージー ロンドン アカウント アイピービ

ー セグリゲイテッド クライアント アカウント 

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 

東京都 

品川区 
2,097 2.06 

６ 
メロン バンク エービーエヌ アムロ グローバル カストデ

ィ エヌブイ（常任代理人 香港上海銀行株式会社） 

東京都 

中央区 
1,749 1.72 

７ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 
東京都 

中央区 
1,183 1.16 

８ 野村證券株式会社 
東京都 

中央区 
1,153 1.13 

９ 

シービーホンコンケージーアイアジアリミテッド―セグレ

ゲイテッドアカウント（常任代理人 シティバンク銀行株式

会社） 

東京都 

品川区 
1,076 1.06 

10 
第一生命保険相互会社（常任代理人 資産管理サービス信託

銀行株式会社） 

東京都 

中央区 
900 0.88 
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別紙２ 

 

独立委員会規定の概要 

 

１．設置 

独立委員会は当社取締役会の決議により設定されます。 

 

２．構成員 

当社取締役会により委嘱を受けた社外取締役、社外監査役又は当社取締役会から独立した有識者（弁護士、公

認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通する者、実績ある会社経営者等をいう。）３名以上で構成されます。 

 

３．任期 

選任後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結のときまでとします。

ただし、本プランが廃止された場合は、その時点をもって、全ての委員につき委員としての任期が終了す

るものとします。 

任期の満了前に退任した委員の補欠として選任された委員の任期は、退任した委員の任期の満了するときまで

とします。 

 

４．決議要件 

独立委員会の決議は、原則として、独立委員会の全員が出席し、その過半数をもってこれを行うものとします。

ただし、独立委員会の全員が出席できない場合には、独立委員会の決議は、独立委員会の過半数が出席し、その

過半数をもってこれを行うものとします。 

 

５．決議事項その他 

独立委員会は、当社に対する大量買付行為が発生した場合には、これに応じ、開発従事者及び当社の顧客先か

ら意見を聴取したうえで、原則として以下の各号に記載された事項について精査、検討、審議等のうえ決定し、

その決定の内容をその理由を付して当社取締役会に勧告するものとします。なお、独立委員会の各委員は、こう

した決定にあたっては、当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自

ら又は当社取締役の利益を図ることを目的としては行わないものとします。 

 

① 大量買付ルールの対象となる大量買付行為の存否 

② 大量買付者が提供すべき情報の範囲 

③ 大量買付者が提供した情報の当社株主への開示の時期及び範囲 

④ 大量買付者が大量買付ルールを遵守したか否か 

⑤ 大量買付者による大量買付行為に対する代替案の提案の可否 

⑥ 本新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の発動の可否 

⑦ 本新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の発動の中止 

⑧ その他当社取締役会が独立委員会に諮問した事項 

 

また、独立委員会、適切な判断を確保するために、上記判断に際して、必要かつ十分な情報収集に努めるもの

とし、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、コンサルタン

トその他の専門家を含む。）の助言を得ることができます。
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別紙３ 

 

新株予約権無償割当ての要項 

 

① 本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当ての決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める

一定の日（以下「割当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当

社の有する当社株式の数を除きます。）に相当する数とします。 

 

② 割当て対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主（ただし、当社を除きます。）に対し、その有する

株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権を無償で割り当てます。 

 

③ 本新株予約権無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。 

 

④ 本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

本新株予約権の目的である株式の種類及び数は別途調整がない限り新株予約権１個について普通株式１株（以

下「対象株式数」といいます。）とします。 

 

⑤ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社

株式１株当たりの価額は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で、

当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める価額とします。 

 

⑥ 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日を初日とし、１ヶ月間から２ヶ月間

までの範囲で、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。ただし、

下記⑨（b）に基づき当社による本新株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新株予約権につい

ての行使期間は、当該取得日の前営業日までとします。 

また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込みの取扱場所の休業日にあたるときは、その前

営業日を最終日とします。 

 

⑦ 本新株予約権の行使の条件 

(i)特定大量保有者（注１）、(ii)特定大量保有者の共同保有者（注２）、(iii)特定大量買付者（注３）、(iv)

特定大量買付者の特別関係者（注４）、もしくは(v)上記(i)から(iv)に該当する者から本新株予約権を当社取締

役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、(vi)上記(i)から(v)に該当する者の関連者（注５）（以

下「特定買付者等」といいます。）は、原則として、本新株予約権を行使することができません。 

また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本

新株予約権を行使することができません（ただし、非居住者のうち当該外国の適用法令上適用除外規定が利用で

きる等の一定の者は行使することができるほか、非居住者の本新株予約権も下記⑨項のとおり、当社による当社

株式を対価とする取得の対象となります。)。 

 さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言

を含む当社所定の書式による誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 

 

⑧ 本新株予約権の譲渡制限 

 本新株予約権の譲渡による取得については当社取締役会の承認を要します。 
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⑨ 当社による本新株予約権の取得 

 （a）当社は、本新株予約権の行使期間の初日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得することが

適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が定める日が到来することをもって、全ての

本新株予約権を無償で取得することができます。 

 （b）当社は、当社取締役会が定める日において、特定買付者等以外の者が有する本新株予約権のうち、当該日

の前営業日までに未行使の本新株予約権の全てを取得し、これと引き換えに、本新株予約権１個につき対

象株式数の当社株式を交付することができます。また、当社はかかる本新株予約権の取得を複数回行うこ

とができます。 

 （c）その他本新株予約権の取得に関する事項については、必要に応じ、本新株予約権無償割当て決議において

別途定めるものとします。 

 

⑩ 合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換、及び株式移転の場合の新

株予約権の交付及びその条件 

本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。 

 

⑪ 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 

 

⑫ その他 

上記に定めるほか、本新株予約権の詳細は、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。 

 

 

（注１）「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等の保有者（金融商品取引法第 27 条の 23 第３項に基づき保有

者に含まれる者を含みます。）で、当該株券等に係る株券等保有割合（同法第 27 条の 23 第４項に規定する株券等

保有割合をいいます。）が 20％以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）を意味し

ます。 

（注２）「共同保有者」とは、金融商品取引法第 27 条の 23 第５項に規定する共同保有者を意味し、同条第６項に基づき共

同保有者とみなされる者を含みます（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）。 

（注３）「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第27条の２第６項に規定する公開買付けをいいます。）に

よって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。以下（注３）

において同じとします。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいいます。以下（注３）にお

いて同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるもの

として金融商品取引法施行令第７条第１項に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合（同法第 27

条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。以下（注３）において同じとします。）がその者の特別関係

者の株券等所有割合と合計して 20％以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）を意

味します。 

（注４）「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の２第７項に規定される特別関係者を意味します（当社取締役会がこ

れに該当すると認めた者を含みます。）。ただし、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券

等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。 

（注５）ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にある者と

して当社取締役会が認めた者、又はその者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。「支

配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条に規定される

と同義とします。）を意味します。 


